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総
務
省
は
３
月
２２
日
、
「
平
成

２５
年
版
『
地
方
財
政
の
状
況
』
の

概
要
（
平
成
２３
年
度
決
算
）
」
を

公
表
し
た
。

「
地
方
財
政
の
状
況
」
は
地
方

財
政
法
第
３０
条
の
２
の
規
定
に
基

づ
き
作
成
。
内
閣
が
地
方
財
政
の

状
況
を
毎
年
度
、
国
会
に
対
し
報

告
す
る
も
の
�
本
紙
４
面
に
関
連

記
事
を
掲
載
。

今
回
公
表
し
た
も
の
は
、
２３
年

度
に
お
け
る
▽
歳
入
▽
歳
出
▽
決

算
収
支
▽
経
常
収
支
比
率
な
ど
主

な
財
政
指
標
▽
普
通
会
計
が
負
担

す
べ
き
借
入
金
残
高
▽
地
方
公
営

企
業
の
状
況
―
な
ど
を
取
り
ま
と

め
た
資
料
と
な
っ
て
い
る
。

概
要
を
み
る
と
、
２３
年
度
の
地

方
財
政
は
、
歳
入
が
対
前
年
度
比

２
兆
５
５
８
１
億
円
増
の
１
０
０

兆
６
９
６
億

円
。
歳

入

の

内

訳

は
、
通
常
収
支
分
が
対
前
年
度
比

２
兆
４
７
６
４
億
円
減
の
９５
兆
３

５
１
億
円
、
東
日
本
大
震
災
分
が

５
兆
３
４
５
億
円
と
な
っ
た
。

一
方
、
歳
出
面
で
は
、
対
前
年

度
比
２
兆
２
２
７
６
億
円
増
の
９７

兆
２６
億
円
と
な
っ
た
。
歳
出
の
内

訳
は
、
通
常
収
支
分
が
対
前
年
度

比
２
兆
２
６
３
３
億
円
減
の
９２
兆

５
１
１
７
億
円
、
東
日
本
大
震
災

分
が
４
兆
４
９
１
０
億
円
と
い
う

結
果
と
な
っ
た
。

歳
入
・
歳
出
の
推
移
�
左
表
�

を
み
る
と
、
東
日
本
大
震
災
の
発

災
後
、
歳
入
・
歳
出
と
も
に
総
額

が
大
幅
に
伸
び
て
い
る
こ
と
が
分

か
る
。

こ
の
ほ
か
、
自
治
体
財
政
の
弾

力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
で

は
、
２３
年
度
は
対
前
年
度
比
２
・

１
ポ
イ

ン
ト

増
の
９２
・
６
％
。
実
質
公
債

費
比
率
は
対
前
年
度
比
０
・
２
ポ
イ

ン
ト

減
の
１１
・
８
％
と
な
っ
た
。

政
府
は
３
月
１２
日
、
義
務
付
け

・
枠
付
け
の
第
４
次
見
直
し
案
を

閣
議
決
定
し
た
。
閣
議
決
定
に
先

立
ち
、
政
府
は
３
月
８
日
、
安
倍

総
理
を
本
部
長
と
す
る
「
地
方
分

権
改
革
推
進
本
部
」
を
設
置
。
同

日
、
国
会
内
で
行
わ
れ
た
初
会
合

で
同
案
を
了
承
し
た
。

同
案
で
は
基
礎
自
治
体
へ
の
権

限
移
譲
を
含
め
、
地
域
の
実
情
に

基
づ
く
５７
項
目
を
見
直
し
の
対
象

と
す
る
。
昨
年
の
衆
議
院
解
散
総

選
挙
に
よ
り
廃
案
と
な
っ
た
第
３

次
一
括
法
案
の
見
直
し
分
と
合
わ

せ
「
新
第
３
次
一
括
法
案
」
と
し

て
４
月
上
中
旬
に
閣
議
決
定
、
今

通
常
国
会
へ
提
出
を
目
指
す
。

４
月
１
日
、
沖
縄
県
那
覇
市
が
一

般
市
か
ら
中
核
市
へ
移
行
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
全
国
で
４２
番
目
の
中
核

市
が
誕
生
し
た
。

中
核
市
は
人
口
３０
万
人
以
上
が
要

件
。
中
核
市
と
な
る
こ
と
で
民
政
行

政
、
保
健
衛
生
行
政
な
ど
政
令
指
定

都
市
の
事
務
が
移
譲
さ
れ
る
。

４月５日現在の都市数
８１２団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４２市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1863・64号４月５日平成25年
（2013年）

増減率

２．６％

▲２．５％

－

２．４％

▲２．４％

－
（注）平成２２年度は、通常収支分と東日本大震災分を区分して取りまとめていなかったため、東日本大震災分は

通常収支分に含まれている。以下同じ。

増減額

２兆５，５８１億円

▲２兆４，７６４億円

－

２兆２，２７６億円

▲２兆２，６３３億円

－

平成２２年度

９７兆５，１１５億円

９７兆５，１１５億円

（注）－

９４兆７，７５０億円

９４兆７，７５０億円

（注）－

平成２３年度

１００兆６９６億円

９５兆３５１億円

５兆３４５億円

９７兆２６億円

９２兆５，１１７億円

４兆４，９１０億円

区 分

歳入総額

通常収支分

東日本大震災分

歳出総額

通常収支分

東日本大震災分

平平
成成
２２３３
年年
度度
決決
算算
のの
概概
要要
がが
まま
とと
まま
るる

国
会
報
告
で
地
方
財
政
の
状
況
を
集
計
―
総
務
省

４／１

義務付け・枠付け

新一括法案
を閣議決定
第４次見直し分で

那那
覇覇
市市
がが
中中
核核
市市

安倍総理が本部長【写真提供＝内閣広報室】

（１） 平成２５年４月５日 第１８６３・６４号
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本
紙
で
は
今
号
か
ら
３
回
に
分
け
▽
地
方
行
政
▽
地
方
財
政
▽
社
会
文
教
▽
産
業
経
済
▽
建
設
運
輸
―

の
５
委
員
会
が
、
平
成
２４
年
度
中
に
活
動
し
成
果
を
得
た
項
目
を
中
心
と
し
て
概
要
を
紹
介
す
る
。
連
載

の
初
回
と
な
る
今
号
で
は
地
行
委
の
活
動
結
果
に
つ
い
て
焦
点
を
当
て
、
連
載
２
回
目
と
な
る
次
号
で
は

地
財
委
と
社
文
委
、
３
回
目
で
は
産
経
委
と
建
運
委
、
そ
れ
ぞ
れ
の
活
動
結
果
に
焦
点
を
当
て
る
。
各
委

員
会
で
は
２４
年
度
の
活
動
開
始
以
来
、
精
力
的
に
要
望
書
を
取
り
ま
と
め
、
要
請
活
動
を
展
開
し
て
い
た
。

地
方
行
政
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
き
た
要
望
の
柱
は
▽
地
方
分
権

改
革
の
推
進
▽
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等
▽
消
防
防
災
体
制
の
充
実

強
化
▽
過
疎
地
域
の
自
立
促
進
▽
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援
の
拡

充
▽
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保
等
▽
治
安
対
策
の
強
化
等
▽
北
方

領
土
返
還
▽
人
権
救
済
制
度
の
確
立
―
の
９
本
。
う
ち
「
地
方
議
会

の
権
能
強
化
等
」
で
は
、
昨
年
８
月
に
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
法

が
成
立
し
、
３
月
ま
で
に
全
て
の
改
正
項
目
が
施
行
さ
れ
て
い
る
。

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

１
�
地
方
分
権
改
革
の
推
進

地
行
委
で
は
「
義
務
付
け
・
枠

付
け
の
見
直
し
」
を
更
に
進
め
る

た
め
、
第
３
次
一
括
法
の
早
期
成

立
を
求
め
て
き
た
。
義
務
付
け
関

連
で
は
、
政
府
の
地
方
分
権
改
革

推
進
委
員
会
に
よ
る
勧
告
に
基
づ

き
、
第
１
次

一

括

法

が
２３
年
４

月
、
第
２
次
一
括
法
が
同
年
８

月
、
そ
れ
ぞ
れ
成
立
。
「
施
設
・

公
物
設
置
管
理
の
基
準
」「
協
議
、

同
意
、
許
可
・
認
可
・
承
認
」「
計

画
等
の
策
定
及
び
そ
の
手
続
き
」

の
３
分
野
で
、
こ
れ
ま
で
に
６
３

６
条
項
が
見
直
さ
れ
た
。

政
府
で
は
、
２
９
１
条
項
を
見

直
し
の
対
象
と
し
た
第
３
次
一
括

法
を
２４
年
４
月
、
国
会
へ
提
出
し

た
も
の
の
、
衆
議
院
の
解
散
に
よ

り
廃
案
。
政
権
交
代
後
、
政
府
は

新
規
項
目
も
盛
り
込
ん
だ
「
新
第

３
次
一
括
法
」
を
改
め
て
国
会
へ

提
出
す
る
こ
と
と
し
、
３
月
８
日

に
は
総
理
が
本
部
長
の
地
方
分
権

改
革
推
進
本
部
を
設
置
、
続
く
同

１２
日
に
は
「
第
４
次
見
直
し
」
を

閣
議
決
定
し
た
。
第
１
次
見
直
し

分
の
１
０
６
条
項
、
第
２
次
見
直

し
分
の
５
３
０
条
項
、
計
６
３
６

条
項
の
見
直
し
を
図
っ
て
以
降
、

果
た
さ
れ
て
い
な
い
第
３
次
見
直

し
分
の
２
９
１
条
項
と
あ
わ
せ
、

新
第
３
次
一
括
法
で
第
４
次
見
直

し
の
実
現
を
図
る
。
今
回
の
見
直

し
で
は
▽
積
み
残
し
項
目
▽
勧
告

外
の
新
た
な
項
目
―
な
ど
４８
項
目

の
ほ
か
、
都
道
府
県
か
ら
基
礎
自

治
体
へ
の
権
限
移
譲
を
含
め
、
５７

項
目
を
見
直
す
。
法
案
の
閣
議
決

定
は
４
月
上
中
旬
の
予
定
。

な
お
、
内
閣
府
の
地
方
分
権
改

革
推
進
室
が
２
月
８
日
に
ま
と
め

た
「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
に
係
る
条
例
制
定
状
況
調
査
の

概
要
（
第
４
回
）
」
に
よ
れ
ば
、

第
１
次
・
第
２
次
一
括
法
施
行
に

伴
う
条
例
制
定
の
進
捗
状
況
は
２４

年
１２
月
議
会
ま
で
で
▽
都
道
府
県

�
９０
・
１
％
▽
指
定
都
市
�
８６
・

８
％
▽
中
核
市
�
８５
・
８
％
▽
市

区
町
村
�
３９
・
７
％
。
た
だ
し
市

区
町
村
で
は
２５
年
２
月
・
３
月
議

会
へ
、
６０
・
３
％
が
条
例
案
を
提

出
す
る
予
定
と
し
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
地
行
委
で
は
「
国
と

地
方
の
協
議
の
場
の
実
効
性
あ
る

運
営
」
を
求
め
て
き
た
。
２４
年
度

の
開
催
状
況
は
右
表
の
と
お
り
。

２
�
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
法
が

昨
年
８
月
に
成
立
し
、
一
部
の
改

正
項
目
が
９
月
５
日
、
残
る
改
正

項
目
に
つ
い
て
も
３
月
１
日
に
施

行
さ
れ
た
。

今
回
の
改
正
で
は
�
地
方
議
会

制
度
�
議
会
と
長
と
の
関
係
�
直

接
請
求
制
度
�
国
等
に
よ
る
違
法

確
認
訴
訟
制
度
の
創
設
�
一
部
事

務
組
合
・
広
域
連
合
等
―
に
つ
い

て
変
更
さ
れ
た
ほ
か
、
一
部
の
改

正
項
目
で
は
議
員
修
正
も
反
映
さ

れ
た
結
果
と
な
っ
た
。

「
�
地
方
議
会
制
度
」
で
は
会

期
の
区
分
に
つ
い
て
、
弾
力
的
な

運
用
を
肯
定
す
る
規
定
が
設
け
ら

れ
た
。
条
例
の
制
定
に
よ
り
定
例

会
と
臨
時
会
を
分
け
る
こ
と
な

く
、
通
年
の
会
期
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

今
回
の
改
正
法
が
念
頭
に
置
く

通
年
の
会
期
と
は
、
条
例
で
定
め

る
日
か
ら
翌
年
の
当
該
日
の
前
日

ま
で
。
通
年
の
会
期
を
選
択
し
た

場
合
、
議
会
は
会
議
を
開
く
定
例

日
に
つ
い
て
条
例
で
定
め
る
必
要

が
あ
る
。
首
長
ら
の
議
場
へ
の
出

席
義
務
に
つ
い
て
は
、
定
例
日
ま

た
は
議
案
の
審
議
に
限
定
。
正
当

な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
議
長

へ
届
け
出
る
こ
と
で
首
長
ら
が
出

席
義
務
を
解
除
さ
れ
る
仕
組
み
も

取
り
入
れ
ら
れ
た
。

臨
時
会
の
招
集
権
に
つ
い
て
も

規
定
が
新
た
に
加
え
ら
れ
、
議
長

ら
の
臨
時
会
招
集
請
求
に
対
し
、

首
長
が
臨
時
会
を
招
集
し
な
い
場

合
、
議
長
が
臨
時
会
を
招
集
す
る

こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。
ま
た
、

委
員
会
の
規
定
が
簡
素
化
さ
れ
、

法
律
で
定
め
て
い
た
事
項
を
条
例

へ
委
任
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
委

任
事
例
に
は
、
常
任
委
員
の
選
任

を
会
期
の
は
じ
め
と
す
る
「
委
員

の
選
任
方
法
」
な
ど
の
規
定
が
該

当
す
る
。

こ
の
ほ
か
議
会
制
度
関
係
で
は

議
員
修
正
に
よ
り
「
議
会
の
調
査

権
」
「
政
務
活
動
費
」
な
ど
が
加

え
ら
れ
て
い
る
。
議
会
の
調
査
権

で
は
、
議
会
が
調
査
す
る
た
め
選

挙
人
そ
の
他
の
関
係
人
の
出
頭
、

証
言
や
記
録
の
提
出
を
請
求
す
る

こ
と
が
可
能
な
場
合
を
「
特
に
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
」
と
限

定
し
追
加
さ
れ
た
。
政
務
活
動
費

に
つ
い
て
は
、
従
来
の
名
称
だ
っ

た
政
務
調
査
費
か
ら
新
た
に
「
政

２４年度

本本

会会

委委

員員

会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈１〉

国と地方の協議の場 開催状況（平成２４年度）

本会出席者

関谷会長
（議員）

渡辺副会長
（代理出席）

関谷会長
（議員）

関谷会長
（議員）

協議事項

●社会保障・税一体改革
●災害廃棄物の広域処理
●地方自治法の改正

●社会保障制度改革への
地方の意見の反映
●地域の経済・雇用対策
●地域主権推進大綱

●平成２５年度予算概算要
求について
●地域主権推進大綱につ
いて
●地方公務員制度改革に
ついて

●経済対策について
●平成２５年度予算編成及
び地方財政対策につい
て

回数

第１回
臨時会合

第１回

第２回

第３回

開催日

２４．４．１６

２４．８．３０

２４．１１．８

２５．１．１５

【
３
面
へ
続
く
】

第１８６３・６４号 平成２５年４月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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政務調査費と政務活動費の対象経費（イメージ）

費
用
弁
償

費
用
弁
償

・政党活動　・選挙活動　・後援会活動　・私人としての活動　等

・会派・議員としての活動のうち、調査研究活動と認められないもの

　　（例）補助金の要請活動　等

・会派・議員としての活動
　（例）・議員活動に係る調査　　　　・議会活動に係る資料の作成

　　　・議員・会派による広報活動　・会派による会議　　　　等

　のうち、調査研究活動と認められるもの

・本会議への出席　　　・委員会への出席

・全員協議会への出席　・議員派遣　　等

【現行】 【改正後】

政
務
調
査
費

政
務
活
動
費

※

充
当
可
能
経
費
の

　

範
囲
は
条
例
で
定
め
る

３
�
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

２５
年
度
政
府
予
算
案
と
し
て
計

上
さ
れ
た
消
防
庁
予
算
額
は
１
５

３
億
５
７
０
０
万
円
。
２４
年
度
補

正
予
算
１
８
５
億
２
７
０
０
万
円

と
の
合
算
額
は
３
３
８
億
８
４
０

０
万
円
と
な
り
、
２４
年
度
当
初
予

算
額
２
７
２
億
２
４
０
０
万
円
か

ら
大
幅
に
上
積
み
さ
れ
た
。

政
権
交
代
の
の
ち
政
府
は
、
予

算
編
成
作
業
を
１５
か
月
予
算
と
位

置
付
け
、
２４
年
度
補
正
予
算
と
２５

年
度
予
算
で
、
復
興
・
防
災
対
策

な
ど
へ
重
点
的
に
取
り
組
む
姿
勢

を
示
し
て
い
た
。
新
政
権
の
取
り

組
み
は
２５
年
度
の
地
方
財
政
対
策

に
も
反
映
さ
れ
て
お
り
、
地
方
公

務
員
給
与
費
の
臨
時
特
例
に
対
応

す
る
措
置
で
は
あ
る
も
の
の
、
緊

急
防
災
・
減
災
事
業
費
と
し
て
４

５
５
０
億
円
を
計
上
。
事
業
年
度

を
２５
年
度
と
し
「
地
域
の
防
災
力

強
化
」
「
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く

り
」
な
ど
の
推
進
に
向
け
た
地
方

単
独
事
業
を
後
押
し
す
る
。
地
方

債
の
充
当
率
は
１
０
０
％
。

４
�
過
疎
地
域
の
自
立
促
進

２４
年
度
補
正
予
算
で
過
疎
集
落

等
自
立
再
生
緊
急
対
策
事
業
の
所

要
額
１５
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
交

付
限
度
額
は
１
事
業
あ
た
り
５
０

０
０
万
円
以
内
。
市
町
村
、
住
民

団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
な
ど
を
事
業

主
体
と
し
て
、
地
域
経
済
が
活
性

化
し
過
疎
集
落
の
自
立
再
生
に
つ

な
が
る
事
業
を
支
援
す
る
。
過
疎

集
落
の
生
活
圏
が
抱
え
る
▽
医
療

・
福
祉
の
充
実
▽
日
用
生
活
品
の

確
保
▽
生
活
交
通
の
確
保
▽
地
域

産
業
の
育
成
▽
担
い
手
の
不
足
―

な
ど
の
課
題
に
対
処
す
る
。

ま
た
、
２５
年
度
過
疎
対
策
予
算

案
の
関
係
で
は
、
過
疎
対
策
事
業

債
が
前
年
度
当
初
計
画
額
と
比
べ

１
５
０
億
円
の
増
額
が
図
ら
れ
、

３
０
５
０
億
円
と
さ
れ
た
。
辺
地

対
策
事
業
債
も
前
年
度
か
ら
１３
億

円
の
増
額
が
図
ら
れ
４
１
０
億
円

と
さ
れ
た
た
め
、
地
方
債
の
計
画

額
と
し
て
は
１
６
３
億
円
増
の
３

４
６
０
億
円
と
さ
れ
た
。
２５
年
度

予
算
案
と
し
て
は
、
過
疎
地
域
等

自
立
活
性
化
推
進
事
業
に
対
前
年

度
比
０
・
５
億
円
増
の
５
億
５
０

０
０
万
円
を
措
置
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

５
�
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援

の
拡
充

２５
年
度
地
方
債
計
画
の
う
ち
旧

合
併
特
例
の
関
係
で
は
、
前
年
度

計
画
額
か
ら
１
０
５
０
億
円
減
額

の
６
２
０
０
億
円
が
措
置
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。

６
�
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保

等
総
務
省
が
所
管
す
る
「
基
地
交

付
金
」
「
調
整
交
付
金
」
に
つ
い

て
は
、
基
地
交
付
金
が
対
前
年
度

比
８
億
円
増
の
２
７
５
億
４
０
０

０
万
円
、
調
整
交
付
金
が
対
前
年

度
比
２
億
円
増
の
７０
億
円
、
そ
れ

ぞ
れ
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
防
衛
省
が
所
管
す
る

「
基
地
周
辺
対
策
経
費
」
に
つ
い

て
は
、
対
前
年
度
比
１５
億
円
増
の

１
２
０
０
億
１
０
０
０
万
円
が
確

保
さ
れ
た
。

務
活
動
費
」
へ
と
改
め
ら
れ
、
交

付
目
的
も
「
議
員
の
調
査
研
究
そ

の
他
の
活
動
に
資
す
る
た
め
」
と

改
め
ら
れ
た
。
政
務
活
動
費
を
充

て
る
こ
と
が
で
き
る
経
費
の
範
囲

は
条
例
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
、

議
長
は
使
途
の
透
明
性
の
確
保
に

努
め
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

「
�
議
会
と
長
と
の
関
係
」
で

は
、
ま
ず
「
再
議
制
度
」
の
範
囲

拡
大
が
図
ら
れ
た
。
同
制
度
は
、

異
議
の
あ
る
議
決
や
越
権
も
し
く

は
違
法
な
議
決
等
に
対
し
て
、
首

長
が
再
度
の
議
決
を
議
会
へ
求
め

る
も
の
。
今
回
の
改
正
で
、
一
般

再
議
の
対
象
が
条
例
・
予
算
以
外

の
議
決
事
件
ま
で
に
も
拡
大
さ
れ

た
。
あ
わ
せ
て
再
議
決
要
件
も
変

更
さ
れ
、
条
例
や
予
算
を
除
い
た

議
決
に
つ
い
て
は
、
従
来
の
３
分

の
２
か
ら
過
半
数
と
な
っ
た
。

「
専
決
処
分
」
に
つ
い
て
も
変

更
さ
れ
、
副
知
事
や
副
市
町
村
長

の
選
任
は
、
同
処
分
の
対
象
か
ら

除
外
さ
れ
た
。
ま
た
、
条
例
・
予

算
の
同
処
分
に
つ
い
て
議
会
が
不

承
認
と
し
た
場
合
、
首
長
は
必
要

と
認
め
る
措
置
を
講
じ
た
う
え
で

議
会
へ
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
さ
れ
た
。

「
�
直
接
請
求
制
度
」
で
は
、

解
散
・
解
職
の
請
求
に
必
要
な
署

名
数
要
件
が
緩
和
さ
れ
、
新
た
に

８０
万
を
超
え
る
部
分
を
８
分
の
１

と
す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
た
。

７
�
治
安
対
策
の
強
化
等

２５
年
度
警
察
庁
予
算
案
で
は
、

一
般
会
計
が
対
前
年
度
比
１０
億
４

０
０
万
円
増
の
２
４
０
９
億
６
３

０
０
万
円
、
東
日
本
大
震
災
復
興

特
別
会
計
を
含
め
た
総
額
だ
と
対

前
年
度
比
１
２
７
億
２
４
０
０
万

円
と
な
っ
た
。

治
安
対
策
の
う
ち
特
に
、
組
織

犯
罪
対
策
を
進
め
る
関
連
経
費
で

は
、
対
前
年
度
比
６
４
８
億
円
減

の
４０
億
１
４
０
０
万
円
が
計
上
さ

れ
た
。
暴
力
団
同
士
の
対
立
抗

争
、
暴
力
団
の
意
に
沿
わ
な
い
事

業
者
へ
の
襲
撃
事
件
が
続
発
し
て

い
る
事
態
を
踏
ま
え
、
昨
年
７
月

に
暴
力
団
へ
の
規
制
を
強
化
す
る

暴
力
団
対
策
法
の
一
部
改
正
法
を

成
立
さ
せ
て
お
り
、
警
察
庁
で
は

今
後
も
適
切
に
対
処
し
て
い
く
。

地
方
警
察
官
も
全
国
で
５
４
５
人

を
増
員
し
、
治
安
の
維
持
を
図
る
。

８
�
北
方
領
土
返
還

内
閣
府
に
置
か
れ
て
い
る
北
方

対
策
本
部
の
２５
年
度
予
算
案
は
、

対
前
年
度
比
１
億
８
２
０
０
万
円

減
の
１６
億
４
７
０
０
万
円
。
若
い

世
代
へ
の
啓
発
・
教
育
機
会
の
充

実
、
民
間
企
業
と
連
携
し
た
返
還

要
求
運
動
実
施
に
向
け
た
調
査
研

究
な
ど
に
予
算
を
重
点
配
分
し
て

い
る
。
若
い
世
代
向
け
事
業
と
し

て
「
修
学
旅
行
生
等
へ
の
学
習
支

援
」
「
学
習
施
設
の
整
備
拡
充
」

に
７
１
０
０
万
円
を
確
保
し
、
教

育
環
境
の
整
備
を
図
る
。

９
�
人
権
救
済
制
度
の
確
立

法
務
省
人
権
擁
護
局
の
２５
年
度

予
算
案
は
対
前
年
度
比
５
８
０
０

万
円
減
の
３２
億
６
０
０
０
万
円
。

【
２
面
か
ら
続
く
】

（３） 平成２５年４月５日 第１８６３・６４号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
面
に
続
き
４
面
で
も
、
地
方

財
政
の
決
算
状
況
を
紹
介
す
る
。

歳歳

入入

のの

状状

況況

歳
入
合
計
１
０
０
兆
６
９
６
億

円
の
う
ち
▽
地
方
税
▽
地
方
譲
与

税
▽
地
方
特
例
交
付
金
▽
地
方
交

付
税
―
の
４
区
分
を
合
わ
せ
た
一

般
財
源
は
５５
兆
４
５
７
６
億
円
。

対
前
年
度
比
１
兆
４
９
５
４
億
円

の
増
と
な
っ
た
。
地
方
交
付
税
は

対
前
年
度
比
１
兆
５
５
８
７
億
円

増
の
１８
兆
７
５
２
３
億
円
が
決
算

額
。
地
方
交
付
税
の
増
額
は
、
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

に
対
応
し
た
特
別
交
付
金
の
増

額
、
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
創

設
な
ど
に
よ
る
。

な
お
、
震
災
復
興
特
別
交
付
税

は
８
１
３
４
億
円
。
地
方
債
は
、

対
前
年
度
比
１
兆
２
０
９
２
億
円

減
の
１１
兆
７
６
０
３
億
円
。
う
ち

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
対
前
年
度

比
１
兆
２
４
４
７
億
円
減
の
５
兆

８
５
４
６
億
円
と
な
っ
た
。

歳歳

出出

のの

状状

況況

歳
出
合
計
は
９７
兆
２６
億
円
と
な

っ
た
。
歳
出
は
主
に
▽
義
務
的
経

費
▽
投
資
的
経
費
▽
そ
の
他
の
経

費
―
に
分
類
さ
れ
る
。
人
件
費
な

ど
の
義
務
的
経
費
は
、
対
前
年
度

比
６
１
４
９
億
円
増
の
４８
兆
３
３

８
２
億
円
と
な
っ
た
。
投
資
的
経

費
は
、
対
前
年
度
比
１
９
７
２
億

円
減
の
１３
兆
２
９
８
９
億
円
を
決

算
額
と
し
た
。
そ
の
他
の
経
費
で

は
、
対
前
年
度
比
１
兆
８
０
９
９

億
円
増
の
３５
兆
３
６
５
５
億
円
と

な
っ
た
。

決決

算算

収収

支支

２３
年
度
の
決
済
収
支
で
は
、
実

質
収
支
が
対
前
年
度
比
１
２
５
１

億
円
増
の
１
兆
７
９
５
３
億
円
の

黒
字
。
単
年
度
収
支
は
対
前
年
度

比
１
０
０
３
億
円
減
の
１
２
５
５

億
円
の
黒
字
と
な
っ
た
。
実
質
収

支
が
赤
字
の
団
体
は
、
対
前
年
度

比
５
団
体
減
の
３
団
体
。
都
道
府

県
は
４７
団
体
の
実
質
収
支
が
、
全

団
体
で
黒
字
と
な
っ
た
。

厚
生
労
働
省
で
は
毎
年

５
月
５
日
の
「
こ
ど
も
の

日
」か
ら
１
週
間
を
「
児
童

福
祉
週
間
」
と
定
め
て
い

る
。
同
週
間
は
昭
和
２２
年

か
ら
子
ど
も
や
家
庭
、
子

ど
も
の
健
や
か
な
成
長
に

つ
い
て
国
民
全
体
で
考
え

る
こ
と
を
目
的
に
、
設
け

ら
れ
た
。
同
週
間
中
は
児

童
福
祉
の
理
念
の
普
及
・

啓
発
の
た
め
、
様
々
な
取

組
み
を
実
施
し
て
い
る
。

２５
年
度
の
主
な
取
組
み

は
▽
子
ど
も
た
ち
に
よ
る

「
こ
い
の
ぼ
り
」
の
掲
揚

と
、
「
児
童
福
祉
週
間
」

標
語
募
集
で
の
最
優
秀
作

品
受
賞
者
の
表
彰
式
▽
月

刊
「
厚
生
労
働
」
に
お
け

る
特
集
記
事
の
掲
載
▽
国

営
公
園
等
へ
の
無
料
入
園

等
の
実
施
（
調
整
中
）
―

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
標
語
は
昨
年
秋

に
募
集
し
た
結
果
、
東
京

都
在
住
の
中
学
生
に
よ
る

標
語
「
君
が
い
る

た
だ

そ
れ
だ
け
で

う
れ
し
い

よ
」
に
決
定
し
た
。

▼
議
長

▽
高
梁

小
林
重
樹（
１０
・
２９
）

▽
笠
間

小
薗
江
一
三（
１２
・
１８
）

▽
菊
川

宮
城
力
弘（
２
・
８
）

▽
美
作

内
海
健
次（
２
・
１９
）

▽
橿
原

杉
井
康
夫（
２
・
２０
）

▽
岩
出

松
下

元（
２
・
２０
）

▽
山
鹿

藤
原

弘（
２
・
２０
）

▽
瑞
浪

山
田
実
三（
２
・
２１
）

▽
狛
江

石
井

功（
２
・
２１
）

▽
中
央
（
山
梨
）

伊
藤
公
夫
（
２
・
２２
）

▽
高
島

清
水
日
出
夫（
２
・
２２
）

▽
西
之
表

永
田

章（
２
・
２２
）

▽
三
豊

坂
口
晃
一（
２
・
２５
）

▼
副
議
長

▽
高
梁

植
田
二
郎（
１０
・
２９
）

▽
笠
間

藤
枝

浩（
１２
・
１８
）

▽
菊
川

内
田

�（
２
・
８
）

▽
美
作

本
城
宏
道（
２
・
１９
）

▽
岩
出

吉
本
勧
曜（
２
・
２０
）

▽
山
鹿

吉
本
政
幸（
２
・
２０
）

▽
橿
原

小
川
和
俊（
２
・
２０
）

▽
瑞
浪

石
川
文
俊（
２
・
２１
）

▽
中
央
（
山
梨
）

小
沢

治
（
２
・
２２
）

▽
高
島

澤
本
長
俊（
２
・
２２
）

▽
廿
日
市

砂
田
麻
佐
文
（
２
・
２２
）

▽
西
之
表

木
原
幸
四（
２
・
２２
）

▽
三
豊

鴨
田

偕（
２
・
２５
）

＜決算収支の状況＞ （単位：億円）

増減額（Ａ－Ｂ）

３，３０５
１，２５１
▲１，００３
▲６，０２３

形 式 収 支：歳入歳出差引額
実 質 収 支：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額
単 年 度 収 支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額
実質単年度収支：単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地

方債の繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額

決 算 額
平成２２年度（Ｂ）
２７，３６５
１６，７０２
２，２５８
１０，３９５

平成２３年度（Ａ）
３０，６７０
１７，９５３
１，２５５
４，３７２

区 分

形式収支
実質収支
単年度収支
実質単年度収支

議議
会会
人人
事事

実
質
収
支
１
・
８
兆
円
の
黒
字

２３
年
度
地
方
財
政
の
決
算
状
況

児児童童福福祉祉週週間間５５月月５５日日かからら
ここどどもものの日日よよりり１１週週間間

第１８６３・６４号 平成２５年４月５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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